
介 護 人 材 の 確 保 に つ い て  

 

我が 国に お い て人 口減 少 と 高齢 化が 急 速 に 進 行 す る 中 で 、

団塊 世代 が 全 て 75歳以 上 と なる 2025年 を 目途 に、住み 慣 れた

地域 で自 ら の 人生 を全 う で きる よう 、地 域 包括 ケア シ ス テム

構築 に向 け た 取組 が始 ま っ て お り、これ を 支え る介 護 人 材の

確保 の重 要 性 がま すま す 高 まっ てい る 。  

厚生 労働 省 の 推計 によ れ ば、介護 サー ビ ス の需 要の 増加に

よっ て、全国 で 新た に年 間 ７ 万人 から ８ 万 人、2025年ま でに

トー タル で 約 100万 人の 介 護 人材 が必 要 と され てい る 。  

この よう な 中 、都 道府 県 で は、 介護 人 材 の 確 保 に 向 け て 、

福祉 人材 セ ン ター にお け る マッ チン グ、ハ ロー ワー ク と 連携

した 就職 支 援、職場 体験 の 実 施や 介護 福 祉 士等 養成 施 設 への

助成 等 、様 々な 対策 を講 じ て いる もの の 、他 産業 と比 較 し て、

新規 採用 が 難 しい 、離 職率 が 高い 、賃 金が 低 いと いっ た 構造

的課 題を 抱 え、その 取組 に は 限界 があ る。こ のま まで は、ま

さに 「介 護 崩 壊」 が現 実 の もの とな っ て しま う。  

今後 生産 年 齢 人口 が急 激 に 減少 して い く こと も踏 ま え る

と、 新た な 100万人 にも 及 ぶ 介護 人材 の 確 保は 、現 状 の まま

では 困難 で あ ると 言わ ざ る を得 ない 。  

国は、国 家的 課 題で ある 介 護 人材 の確 保 が 危機 的な 状況に

ある こと を し っか りと 認 識 し、将来 にわ た って 持続 可 能 な社

会保 障制 度 の 確立 に向 け て、直ち に対 策 を 講ず る必 要 が ある。

すな わち 、  

・介 護職 員 の 給与 改善 や キ ャリ アパ ス の 確立  

・処 遇改 善 を 図る こと に よ る新 規参 入 ・ 定着 の 促 進  

・潜 在的 な 介 護人 材の 掘 り 起こ し・ 再 就 業  

等の 対策 を 強 力に 推進 す る べき であ る 。  

併せ て、今後 必 要と なる 介 護 人材 を着 実 に 確保 する ための

抜本 的な 対 策 を早 急に 打 ち 出し 、計 画的 に 実行 する よ う 強く

要請 する 。  
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